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１【有価証券報告書の訂正報告書の提出理由】
　平成22年６月29日に提出した第７期（自平成21年４月１日　至平成22年３月31日）有価証券報告書の記載事項の一部に訂正

すべき事項がありましたので、これを訂正するため、有価証券報告書の訂正報告書を提出するものであります。

 

２【訂正事項】
第一部　企業情報

第５　経理の状況

１　連結財務諸表等

(1）連結財務諸表

注記事項

（税効果会計関係）

 

３【訂正箇所】
　訂正箇所は＿線で示しております。
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第一部【企業情報】
第５【経理の状況】
１【連結財務諸表等】
（１）【連結財務諸表】

【注記事項】

（税効果会計関係）

（訂正前）

前連結会計年度
（平成21年３月31日）

当連結会計年度
（平成22年３月31日）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳
 
繰延税金資産（流動）  

賞与引当金繰入限度超過額 91,256千円

未払事業税否認 8,015千円

工事進行基準損失額 452,682千円

工事損失引当金 194,601千円

違約損失引当金 433,956千円

連結会社間の未実現損益消去 1,916千円

その他 26,042千円

繰延税金資産（流動）の純額 1,208,472千円

評価性引当額 △1,200,993千円

繰延税金資産（流動）合計 7,479千円

繰延税金資産（固定）  

退職給付引当金繰入限度超過額 800,088千円

税務上の繰越欠損金 1,667,909千円

役員退職慰労引当金繰入限度超過

額
28,913千円

貸倒引当金繰入限度超過額 35,397千円

ゴルフ会員権評価損 30,512千円

投資有価証券評価損 741,463千円

土地評価差額 183,917千円

連結会社間の未実現損益消去 45,049千円

その他 113,480千円

繰延税金資産（固定）の純額 3,646,731千円

評価性引当額 △3,641,933千円

繰延税金資産（固定）合計 4,798千円

繰延税金資産合計 12,277千円

繰延税金負債（固定）  

その他有価証券評価差額金 100,642千円

繰延税金負債（固定）の純額 100,642千円

再評価に係る繰延税金負債  

事業用土地の再評価 3,971,210千円

繰延税金負債合計 4,071,853千円
　

 
繰延税金資産（流動）  

賞与引当金繰入限度超過額 90,679千円

未払事業税否認 12,676千円

工事進行基準損失額 252,852千円

工事損失引当金 99,670千円

その他 79,068千円

繰延税金資産（流動）の純額 534,948千円

評価性引当額 △469,076千円

繰延税金資産（流動）合計 65,871千円

  

  

繰延税金資産（固定）  

退職給付引当金繰入限度超過額 755,011千円

税務上の繰越欠損金 2,007,684千円

役員退職慰労引当金繰入限度超過

額
36,231千円

ゴルフ会員権評価損 14,652千円

投資有価証券評価損 751,759千円

土地評価差額 183,917千円

連結会社間の未実現損益消去 42,943千円

その他 112,773千円

繰延税金資産（固定）の純額 3,904,975千円

評価性引当額 △3,901,181千円

繰延税金資産（固定）合計 3,793千円

繰延税金資産合計 69,665千円

  

繰延税金負債（固定）  

その他有価証券評価差額金 236,062千円

繰延税金負債（固定）の純額 236,062千円

再評価に係る繰延税金負債  

事業用土地の再評価 3,970,651千円

繰延税金負債合計 4,206,713千円
　

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳
 
法定実効税率 40.5％

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されない

項目
△1.2％

受取配当金等永久に益金に算入され

ない項目
0.7％

住民税均等割等 △1.8％

負ののれん償却 6.5％

評価性引当額 △124.1％

その他 3.7％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 △75.7％
　

 
法定実効税率 40.5％

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されない

項目
0.7％

受取配当金等永久に益金に算入され

ない項目
△0.4％

住民税均等割等 1.5％

負ののれん償却 △0.1％

評価性引当額 △39.4％

その他 1.5％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 4.3％
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（訂正後）

前連結会計年度
（平成21年３月31日）

当連結会計年度
（平成22年３月31日）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳
 
繰延税金資産（流動）  

賞与引当金繰入限度超過額 91,256千円

未払事業税否認 8,015千円

工事進行基準損失額 452,682千円

工事損失引当金 194,601千円

違約損失引当金 433,956千円

連結会社間の未実現損益消去 1,916千円

その他 26,042千円

繰延税金資産（流動）の純額 1,208,472千円

評価性引当額 △1,200,993千円

繰延税金資産（流動）合計 7,479千円

繰延税金資産（固定）  

退職給付引当金繰入限度超過額 800,088千円

税務上の繰越欠損金 1,667,909千円

役員退職慰労引当金繰入限度超過

額
28,913千円

貸倒引当金繰入限度超過額 35,397千円

ゴルフ会員権評価損 30,512千円

投資有価証券評価損 741,463千円

土地評価差額 183,917千円

連結会社間の未実現損益消去 45,049千円

その他 113,480千円

繰延税金資産（固定）の純額 3,646,731千円

評価性引当額 △3,641,933千円

繰延税金資産（固定）合計 4,798千円

繰延税金資産合計 12,277千円

繰延税金負債（固定）  

その他有価証券評価差額金 100,642千円

繰延税金負債（固定）の純額 100,642千円

再評価に係る繰延税金負債  

事業用土地の再評価 3,971,210千円

繰延税金負債合計 4,071,853千円
　

 
繰延税金資産（流動）  

賞与引当金繰入限度超過額 90,679千円

未払事業税否認 12,676千円

工事進行基準損失額 252,852千円

工事損失引当金 99,670千円

その他 79,068千円

繰延税金資産（流動）の純額 534,948千円

評価性引当額 △469,076千円

繰延税金資産（流動）合計 65,871千円

  

  

繰延税金資産（固定）  

退職給付引当金繰入限度超過額 756,739千円

税務上の繰越欠損金 2,007,684千円

役員退職慰労引当金繰入限度超過

額
36,231千円

ゴルフ会員権評価損 14,652千円

投資有価証券評価損 751,759千円

土地評価差額 183,917千円

連結会社間の未実現損益消去 42,943千円

その他 112,773千円

繰延税金資産（固定）の純額 3,906,703千円

評価性引当額 △3,902,909千円

繰延税金資産（固定）合計 3,793千円

繰延税金資産合計 69,665千円

  

繰延税金負債（固定）  

その他有価証券評価差額金 236,062千円

繰延税金負債（固定）の純額 236,062千円

再評価に係る繰延税金負債  

事業用土地の再評価 3,970,651千円

繰延税金負債合計 4,206,713千円
　

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳
 
法定実効税率 40.5％

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されない

項目
△1.2％

受取配当金等永久に益金に算入され

ない項目
0.7％

住民税均等割等 △1.8％

負ののれん償却 6.5％

評価性引当額 △124.1％

その他 3.7％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 △75.7％
　

 
法定実効税率 40.5％

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されない

項目
0.7％

受取配当金等永久に益金に算入され

ない項目
△0.4％

住民税均等割等 1.5％

負ののれん償却 △0.1％

評価性引当額 △26.4％

親会社株式の売却に伴う連結修正額 △13.0％

その他 1.5％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 4.3％
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